
第6回 （仮称）伊賀市観光振興ビジョン策定検討委員会 

事項書 

 

 

日時：令和３年 12月 22日（水）９：30～ 

場所：ハイトピア伊賀 ３階 ホール 

 

1. 開会 

 

 

2. 観光地域づくり法人（DMO）とは（30分） 

 

 

3. （仮称）伊賀市観光振興ビジョン 素案について（30分） 

 

 

4. 策定委員と伊賀上野DMOとのディスカッション（60分） 

 

 

5. その他 



(仮称）伊賀市観光振興ビジョン策定検討委員会　委員

＃ 枠 名前 ふりがな 所属
第６回
委員会

業種名 備考

1
１号

観光協会
木根　英男 きね　ひでお 株式会社きねや 出席 飲食店

2
１号

観光協会
淺野　正嗣 あさの　まさし 伊賀の京丸屋 出席 小売業

3
１号

商工会議所
山口　真由子 やまぐち　まゆこ ダーコラボラトリ 出席

専門・技術
サービス業

4
１号

商工会議所
長島　祥行 ながしま　よしゆき

株式会社ミヤマトータルイノ
ベーション 欠席

生活関連
サービス業

5
１号
商工会

柳生　厚義 やぎゅう　あつよし メナード青山リゾート ＯＬ 宿泊業

6
１号
商工会

松田　美紀 まつだ　みき 初恵美容室 出席
生活関連
サービス業

7 ２号 三橋　源一 みつはし　げんいち 共衛 出席 宿泊業
三重大学大学院　人文社会科学
研究科　地域文化論専攻　忍
者・忍術学修士号

8 ２号 榊　太基 さかき　たいき いが☆グリオ実行委員会 ＯＬ その他 シティプロモーション活動

9 ３号 池澤　良武 いけざわ　よしたけ 銭湯　池澤湯 出席
生活関連
サービス業

公募

10 ３号 中川　智仁 なかがわ　ともひと ＯＬ 公募

11 ４号 神田　昌典 かんだ　まさのり 株式会社三重旅行サービス 出席
生活関連
サービス業

12 ４号 西川　裕介 にしかわ　ひろすけ
株式会社NOTE

株式会社NOTE伊賀上野
ＯＬ 宿泊業 NIPPONIA伊賀上野

13 ４号 佐野　裕子 さの　ゆうこ 日本航空株式会社 欠席 航空運輸業
忍びの里伊賀創生プロ

ジェクト会議

14 ４号 勝原　みどり かつはら　みどり 北伊勢上野信用金庫 出席 金融業

（事務局）

役職 氏名
第６回
委員会

1 課長 川部　千佳 出席

2 誘客推進係長 辻本　康文 出席

3 誘客推進係 猪口　陽平 出席

4 多久和　敦志 ＯＬ

5 児島　永作 出席 地域力創造アドバイザー株式会社キカクラボ

備考所属

伊賀市産業振興部　観光戦略課

伊賀市産業振興部　観光戦略課

伊賀市産業振興部　観光戦略課

株式会社イマイシス 地域活性化起業人



Ｎｏ． 氏　　　名 構成団体 所属・役職 出欠

1
推進

PT
稲垣　八尺 （一社）伊賀上野観光協会 専務理事 出席

2
推進

PT
中浦　順一郎 （一社）伊賀上野観光協会 事務局長 出席

3
推進

PT
飛澤　好範 （一社）伊賀上野観光協会 アドバイザー OL

4
推進

PT
東　弘久 伊賀市 産業振興部長 出席

5
推進

PT
堀　久仁寿 伊賀市 産業振興部次長 出席

6
推進

PT
尾登　誠 上野商工会議所 専務理事 出席

7
推進

PT
峰　八重子 伊賀市商工会 事務局長 出席

8
担当者

WG
安田　聡志 （一社）伊賀上野観光協会 事務局　企画課長 出席

9
担当者

WG
岡本　恭輔 （一社）伊賀上野観光協会 伊賀流忍者博物館長補佐兼企画係長 OL

10
担当者

WG
菊田　翔 伊賀市 産業振興部　観光戦略課 出席

11
担当者

WG
堀　一貴 上野商工会議所 相談・支援課　係長 出席

12
担当者

WG
岩野　和磨 上野商工会議所 まちづくり課 出席

13
担当者

WG
竹内　博史 伊賀市商工会 経営指導員 出席

14
担当者

WG
池田　憲彦 伊賀市商工会 経営支援員 出席

伊賀上野DMO　推進PT/担当者WG　出席者名簿



観光地域づくり法人（ＤＭＯ）とは？



観光地域づくり法人認定制度（観光庁）



○ 効果的なブランディングやプロモーションが不十分

○ 宿泊、交通、農林漁業等の関連事業者や地域住民等の多様な関係者の巻き込み
が不十分

観光地域のマネジメント・マーケティングに関する課題

○ 来訪客に関する継続的なデータの収集・分析が不十分

○ 地域が観光客に提供するサービス等の開発及び品質管理(改善)が不十分

○ データに基づく「顧客視点（＝マーケットイン）」の発想に立脚した戦略策定が不十分

観光地域づくりの現状・課題

→ 地域の幅広い資源の最大限の活用につながらない
→ 地域住民の誇りと愛着を醸成する豊かな地域づくりにつながらない

→ 観光地とターゲットとの親和性よりも、地域が売り出したいモノが先行しており、必ずしもデータに基づいた戦略になっていない
→ 「親和性」「市場規模」「競合」などを意識した、ロジカルな戦略になっていない

→ 観光客に訴求する地域のコンセプトが十分に練られていない
→ 旧態依然としたマスプロモーションなどが戦略の主流であり、効果的・効率的な取組が出来ていない

→ 「この地域ならでは」といえるもの（例えば自然、文化、食など）の提供ができていない
→ 適切なＫＰＩに基づくＰＤＣＡサイクルによる品質管理・品質改善の取組が十分ではない

→ 「どんな人が」「どんな所へ」「どうやって」来ているのか、自分たちの地域を訪れている観光客の基本的な情報を把握していない
→ 観光客の動向を把握しておらず、変化する観光市場に対応できない
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観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の形成・確立

地域の多様な関係者を巻き込みつつ、科学的アプローチを取り入れた
観光地域づくりを行う舵取り役となる法人

DMO：Destination Management/Marketing Organization

宿泊施設

交通事業者
商工業

飲食店

農林漁業

・個別施設の改善
･品質保証の導入

・農業体験プログラム
の提供

・６次産業化
による商品開発

・農泊の推進

・ふるさと名物の開発
・免税店許可の取得

・二次交通の確保
・周遊企画乗車券の設定

・「地域の食」の提供
・多言語、ムスリム対応

地域住民
･観光地域づくりへの理解
・市民ガイドの実施

観光地域づくり法人(DMO)を中心とし、地域の関係者が主体的に参画した体制を構築
地
方
誘
客
・旅
行
消
費
拡
大

地域の関係者を巻き込んだ体制の構築

【観光地域づくりの司令塔】
関係者による観光地域づくりの現場を効率的
に動かしていくためのプロジェクト・マネジメント
⇒取組の企画立案、関係者への合意形成、
資金等の必要な資金調達、予算執行管理、
スケジュール管理、PDCAサイクルの実施等

地方公共団体
･観光振興計画の策定
･インフラ整備
（景観、道路、空港、港湾等）
･観光教育 ･交通政策
・各種規制との調整
･各種支援措置

観光地域づくり法人（ＤＭＯ）

国立公園
・公園内のコンテ
ンツの磨き上げ、
受入環境整備

文化財 アクティビティ
・文化財の活用
・多言語解説の整備

・体験滞在型の観光
コンテンツの整備

観光地域づくり法人（ＤＭＯ）

ターゲティング
等の戦略策定

観光コンテンツ
の造成

受入環境の
整備
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｢観光地域づくり法人（ＤＭＯ）登録制度｣

（１）｢ＤＭＯ｣を中心として観光地域づくりを行うことについての多様な関係者の合意形成

（２）データの継続的な収集、戦略の策定、ＫＰＩの設定・ＰＤＣＡサイクルの確立

（３）関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整･仕組み作り、プロモーションの実施

（４）法人格の取得、責任者の明確化、データ収集・分析等の専門人材の確保

（５）安定的な運営資金の確保

すでに該当している ＝ ｢登録ＤＭＯ（登録観光地域づくり法人）｣
今後該当する予定 ＝ ｢候補ＤＭＯ（観光地域づくり候補法人）｣

広域連携ＤＭＯ

１０団体 １１８団体

地域連携ＤＭＯ 地域ＤＭＯ

１６７団体

･･･｢登録ＤＭＯ｣ ･･･｢登録ＤＭＯ｣

･･･｢候補ＤＭＯ｣

･･･｢登録ＤＭＯ｣

･･･｢候補ＤＭＯ｣

｢ＤＭＯ登録制度｣として２９５団体（※）が登録（R3.3.31時点）

※｢登録ＤＭＯ｣登録数：198団体、｢候補ＤＭＯ｣登録数：97団体

（公社）北海道観光振興機構

（一財）関西観光本部

（一社）せとうち観光
推進機構

（一社）中央日本総合
観光機構

（一社）東北観光推進機構

（一財）沖縄観光
コンベンションビューロー

（一社）関東観光広域連携
事業推進協議会

（一社）四国ツーリズム創造機構

（一社）山陰インバウンド機構

（一社）九州観光
推進機構

｢観光地域づくり法

人（DMO）｣

登録の５要件



（１）ＤＭＯを中心として観光地域づくりを行うことについての多様な関係者の合意形成

ＤＭＯ登録の５要件

ＤＭＯ内に行政や関係団体をメンバーとする委員会等を設置

いずれか１項目

ＤＭＯの意思決定に関与できる立場で行政や幅広い分野の関係
団体の代表者が参画

各種データ等の継続的な収集･分析

（２）データの継続的な収集、戦略の策定、ＫＰＩの設定･ＰＤＣＡサイクルの確立 全項目必須

データに基づく明確なコンセプトを持った
戦略の策定

ＫＰＩの設定･ＰＤＣＡサイクルの確立
※ 観光消費額、延べ宿泊者数、満足度、
リピーター率の４項目は必須。

（３）関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整･仕組み作り、プロモーション 全項目必須

地域社会とのコミュニケーション･地域の
観光関連事業者への業務支援を通じた
多様な関係者との戦略の共有
（例）観光地域づくりに関する定期

ミーティングの開催等

地域が観光客に提供するサービスを、
維持･向上･評価する仕組みや体制の
構築
（例）地域の「食」を提供する仕組み等

地域一体となった戦略に
基づく一元的な情報発信･プロモーション
（例）ワンストップ窓口の設置、
ターゲット別のプロモーション
方針の作成等

（４）ＤＭＯの組織 全項目必須

法人格の取得
意思決定の仕組みの構築
（責任を負う者の明確化）

データ収集･分析等の専門人材が
ＤＭＯ専従で最低一名存在

（５）安定的な運営資金の確保

自律的･継続的に活動するための安定的な運営資金の確保の見通し
（例）収益事業（物販、着地型旅行商品の造成･販売等）、特定財源（法定外目的税、分担金）、行政からの補助金･委託事業等
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伊賀市における
観光地域づくり法人（ＤＭＯ）



城下町デジタルテーマパーク

旧市街地エリア

１．伊賀市における観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の体制
・2017年12月 (一社)伊賀上野観光協会が「日本版ＤＭＯ法人 候補法人」に登録
・2020年２月 (一社)伊賀上野観光協会が「観光地域づくり法人(DMO)」認定取得

伊賀上野DMO推進体制

市内観光関連事業者

それぞれの企画・集客・発信でそれぞれの収益

「忍びの里伊賀」創生

旧郡部エリア

観光コンテンツの企画・販売・運営・発信・集客を行うプラットフォーム

観光客（ターゲット）

旅行エージェント

観光まちづくり企画塾
・事業者・市民有志 etc.

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
活
動

to C

to B

情
報
提
供
や
事
業
実
施
支
援

デ
ー
タ
提
供
・
情
報
共
有

伊賀上野ＤＭＯ

市観光戦略課上野商工会議所 伊賀市商工会(一社)伊賀上野観光協会

登録法人
予算

来
訪
者
情
報
収
集
・
市
場
把
握

地域活性化起業人
地域力創造アドバイザー

外部
人材

・事業実施 ・事業計画策定
・支援事業決定

推進ＰＴ／担当者ＷＧ
伊

賀

市

地域
づくり

行政

農林
振興

商工
労働

Etc.

運営支援
（公共的事業）

地方創生
人材の確保

国・県
ＪＮＴＯ

補助金

参画・連携、成果の共有

①情報把握

②情報発信

③企画開発支援

④人材育成

企業・人材

連
携
・
協
力

出
資
・
寄
付



資源・情報の
共有・活用市

観光協会

会議所

商工会

市民 地域事業者

観光客/エージェント

プロモーション データ収集/分析

商品開発支援
人材育成

意識醸成
施策参画

取組情報発信
インフラ整備

意識醸成
施策参画

プレイヤーとして
おもてなし

プレイヤーとして
商品の提供

日々の生活環境・経済活動の充実

本来の観光協会、
忍者博物館の立ち位置

DMOは観光地域づくりのプレイヤーではなくマネージャー/マーケター

３．観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の役割と業務領域（構成団体の役割）

伊賀上野ＤＭＯ



伊賀上野ＤＭＯの取組内容



名刺サイズフライヤー
（観光施設で配布）

チラシ（宿泊施設に配架）

年間を通じて来訪者アンケートのデータを取得

旅行消費額、延べ宿泊者数、来訪者満足度、リピーター率の
KPI数値を設定し、施策を検討

１．来訪者アンケート
⇀宿泊施設、観光施設利用者にwebアンケートを実施し、課題を抽出

①情報把握



２．リピーターにつなげるための情報発信

⇀「伊賀でしたい15のこと」と題し、多様な観光目的に対応した通年利用の
観光パンフレットを作成。年度ごとの情報発信は差し込み版を順次作成していく。

②情報発信



３．春・夏型の観光地から通年化へ
⇀まちなか忍者道場の通年化を図るため、
忍者道場関連施設を整備。

⇀令和３年２月２２日（忍者の日）周辺に
「IGA NINJA WEEK 2021」を開催。

③企画開発支援



※観光庁「誘客多角化等のための魅力的な滞在コンテンツ造成」実証事業を活用

謎解きラリー体験の様子

デジタル化した古地図（享保年間）

デジタル古地図、バーチャル地図と謎解きコンテンツを搭載

４．施設をつなぐ導線の仕掛け

⇀城下町の現代地図と古地図をリンクさせたアプリを開発し、謎解きをしながら
まちなかを周遊するコンテンツを開発。

③企画開発支援



５．地域プレイヤー支援事業の創設

⇀「忍びの里伊賀」創生 観光コンテンツ造成・磨き上げ事業の創設

事業目的
伊賀市の持つ歴史的背景、環境特性を活かした観光地域づくりを推進するため、伊賀な
らではの本物の忍びの「心・技・体」を体現できる新たな着地型体験プログラムや新た
な生活様式に対応した観光コンテンツの開発を支援する。

補助率 10分の10（対象となるものの購入・設置に関する費用は２分の１）

申請期間
2021（令和３）年８月20日（金）～ 2021（令和３）年10月29日(金)

※ 毎月末日までに提出のあった提案について、翌月末までに採択結果を通知。

⇒事業の詳細な条件等は伊賀上野DMOのホームページをご確認ください。

健康・
ｽﾎﾟｰﾂ体験

農泊・
ﾜｰｹｰｼｮﾝ

歴史・
文化体験

教育旅行

補助対象となるテーマ
DMOで審査・採択決定

① 実施内容の具体性、
実施体制及び役割分担

② 新規性・チャレンジ性
③ 地域への波及効果
④ 事業の自立・継続性
⑤ 「新しい生活様式」の実践

必要な経費を補助
① 専門家等謝金・旅費
② 委託料、賃借料
③ 物品購入費・雑役務費
④ 工事請負費、保険料
⑤ 通信運搬費

③企画開発支援



６．土産物の購入促進、体験型企画の新規造成
⇀観光まちづくり企画塾にて市民参加型でお土産物、観光コンテンツを開発し、販売・情報発信

④人材育成



７．国の補助事業の活用

⇀観光庁「地域の観光資源の磨き上げを通じた域内連携促進に向けた実証事業」を
活用したコンテンツ造成



８．デジタルマーケティング導入

⇀ Googleマイビジネス（ビジネスプロフィール）を活用した情報収集・発信

※三重県観光連盟「デジタルマーケティング導入支援事業」を活用
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1.1. 観光振興ビジョン策定の背景 

1.1.1. 前回ビジョンの振り返りと本計画の策定趣旨 

 前回計画は、2012（平成 24）年３月に今後 10 年間を見据えたビジョン（将来像）を示すもの

として策定されました。計画における基本理念は、『まち、さと、やまで培われてきた地域の宝

に出会い、味わい、わかちあう「場」＝（ささやかな本物に出会える博物館）をつくる』とし、

その場づくりのビジョンとして、①多様なものに出会える場 ②価値をじっくり味わえる場 

③誰もが参加して支える場 の３つを掲げるとともに、市内に点在する観光資源のひとつひと

つを点に見立てた上で、それらの点に「光をあて」、「結び」、「持続的に輝かせる」ことを取組

の基本方向としました。また、観光振興が地域にもたらす効果として、雇用機会の増大等によ

る税収拡大等の経済的効果と交流人口の増大等による地域社会の活性化等の社会的効果の両

面が期待できること、そして、それらにより人材の育成、地域文化の伝統と保存及び環境の保

全と創造等が促進されることを示すとともに、本市における「観光」とは、「市民にとっての自

分のまちへの誇り・愛着を育み、観光産業の振興のみでなく市民すべてにとっての元気の素と

なるもの」であるとするなど、本市における観光振興の重要性について言及しています。 

 今回、前回計画の策定後 10 年が経過し、計画期間が 2021（令和３）年度で終了となることか

ら、当市の観光に関するマスタープランとなる新たな計画を策定しようとするものですが、こ

の 10 年間で観光を取り巻く環境は大きく変化しました。2011（平成 23）年の約 620 万人から

2019(令和元)年には約 3,190 万人と 5倍以上に激増したインバウンド（訪日外国人旅行者）の

数は、2020（令和２）年 3月以降、新型コロナウィルス感染症の世界的な流行によりほぼ完全

に消滅し、また１年延期となっている 2020 東京オリンピック・パラリンピックは、外国から

の観客受入れが困難な状況となるなど、短期的には予測が困難で不安定な状況が続いており、

それらは当市における経済や観光産業に深刻な被害を生じさせています。 

 一方で、この新型コロナウィルスの脅威による悪影響は、未来永劫続くものではないという前

提に立った場合、今必要なことは、来るべきアフターコロナのフェーズを万全な状態で迎える

ための方策を地域全体で検討することであるといえます。これらのことから、今回策定する計

画は、アフターコロナ時代における持続可能な観光まちづくりを実現するための中期的な基本

計画（ビジョン）とそれを実現するための具体的な取組（実施計画）を示すものとします。 

 

1.1.2. 観光を取り巻く状況の変化 

(1) 社会状況の変化（コロナ前～） 
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(2) 地方創生・成長戦略の柱としての観光への期待 

 観光は、本格的な人口減少及び少子高齢化社会を迎える中で、真に我が国の地方創生の切り札、

成長戦略の大きな柱と位置付けられています。 
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 観光庁の試算によると、定住人口１人あたりの年間消費額は、旅行の消費に換算すると外国人

旅行者で８人分、国内宿泊旅行者23人分、国内日帰り旅行者75人分に相当するとされており、

人口減少による経済の縮小を観光交流人口によって補うことが可能であるとされています。 

 

 

（出典：観光庁「観光交流人口増大の経済効果（2019年）」） 

図1-1 観光交流人口増大の経済効果 

 

 

(3) 新たな課題 
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（出典：OVERTOURISM IN VENICE） 

図1-2 オーバーツーリズムの参考事例 
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（出典：観光庁「令和３年版観光白書について」） 

図1-3 訪日が帰国人旅行者数の推移 
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（出典：観光庁「令和３年版観光白書について」） 

図1-4 日本人国内宿泊旅行延べ人数、国内日帰り旅行延べ人数の推移 

 

1.1.3. これからの時代における観光政策の意義 

(1) 持続可能な社会の形成 
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(2) 価値観の多様化 

 

 

図 1-5 ニューツーリズムの範疇 
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(3) 観光政策の特長と効果 

 観光政策は、人口減少に伴う地域経済の活動縮小を補うことができることに加え、地域資源を

活用した取組であることから、地域コミュニティの維持、歴史伝統文化の継承、人流・交流促

進によるにぎわい創出などの副次的効果が期待できるため、多くの住民が受益者となり得る特

長があります。（受益≠経済、=豊かさ） 

 

図1-6 観光振興が地域にもたらす効果 

 

(4) 関係人口の創出 

 「関係人口」とは、移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域

と多様に関わる人々を指す言葉です。 

 地方は、人口減少・高齢化により、地域づくりの担い手不足という課題に直面していますが、

地域によっては若者を中心に、変化を生み出す人材が地域に入り始めており、「関係人口」と呼

ばれる地域外の人材が地域づくりの担い手となることが期待されています。 
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（出典：総務省「関係人口ポータルサイト」） 

図1-7 関係人口のイメージ 

 

1.1.4. 国の方向性 

(1) 観光地域づくり法人（ＤＭＯ） 

 「観光地域づくり法人」（ＤＭＯ：Ｄestination Ｍanagement／Ｍarketing Ｏrganization）

は、「地域の多様な関係者を巻き込みつつ、科学的アプローチを取り入れた観光地域づくりを

行う舵取り役となる法人」を意味し、地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと

愛着を醸成する「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりの舵取り役として、多様な関

係者と協同しながら、明確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実現するための戦略を

策定するとともに、戦略を着実に実施するための調整機能を備えた法人とされています。 

 観光庁は、地方公共団体と連携して観光地域づくりを担う法人を対象に「観光地域づくり法

人（ＤＭＯ）」登録制度を設けており、その目的を以下のとおりとしています。 

① 地域の取組目標となる水準の提示による観光地域づくり法人の形成･確立の促進 

② 関係省庁が観光地域づくり法人の形成･確立を目指す地域の情報を共有することによ

る支援の重点化 

③ 観光地域づくり法人の間の適切な連携を促すことで各法人間の役割分担がされた効率

的な観光地域づくり 

観光地域づくり法人（DMO）の目的 
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（出典：観光庁「観光地域づくり法人」） 

図1-8 観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の形成・確立 

 

 観光地域づくり法人が必ず実施する基礎的な役割･機能（観光地域マーケティング･マネジメ

ント）としては、以下の点が挙げられます。 

① 観光地域づくり法人を中心として観光地域づくりを行うことについての多様な関係

者の合意形成 

② 各種データ等の継続的な収集･分析、データに基づく明確なコンセプトに基づいた戦

略（ブランディング）の策定、ＫＰＩの設定･ＰＤＣＡサイクルの確立 

③ 地域の魅力の向上に資する観光資源の磨き上げや域内交通を含む交通アクセスの整

備、多言語表記等の受入環境の整備等の着地整備に関する地域の取組の推進 

④ 関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整･仕組みづくり、プロモ

ーション 

 観光地域づくり法人は、「持続可能な観光地域づくり」や閑散期対策などの需要の平準化など

「観光地域全体のマネジメント」の観点での取組も必要であり、さらに、災害等の非常時に

おける訪日外国人を含む旅行者への情報発信や安全・安心対策について、自治体等と連携し

て取り組むことも必要となります。 

 加えて、地域の官民の関係者との効果的な役割分担をした上で、例えば、着地型旅行商品の

造成･販売やランドオペレーター業務の実施など地域の実情に応じて、観光地域づくり法人が

観光地域づくりの一主体として個別事業を実施することも考えられます。 

 

 

(2) 第二のふるさとづくりプロジェクト 

 コロナ禍等によって働き方・住まい方に関する意識が変化する中で、密を避け、自然環境に触
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れる旅へのニーズの高まりや、ふるさとを持たない大都市の若者が増え、田舎にあこがれを持

って関わりを求める動きがあります。 

 こうした新しい動きも踏まえ、いわば「第２のふるさと」として、「何度も地域に通う旅、帰る

旅」というスタイルを推進・定着させることで、国内観光の新しい需要を掘り起こし、地域経

済の活性化につなげることが重要であるという考えの下、観光庁では「第２のふるさとづくり

プロジェクト」を立ち上げ、取組の方向性や具体的な取組内容について検討を行うため、これ

に関する有識者会議を開催しています。 

 
（出典：観光庁「『第２のふるさとづくりプロジェクト』に関する有識者会議資料」） 

図1-9 第２のふるさとづくりプロジェクトの概要 

 有識者会議の中で、「何度も地域に通う旅、帰る旅」、「暮らすような旅や仕事を持ち運ぶような

滞在」において、一般に求められる滞在・移動環境として、以下の3つの視点を示している。 

視点① 地域魅力を発揮し、仕事を持ち運ぶような旅に必要な機能が、「ヤド（宿ナカ）」に

あるか。 

・「暮らすように滞在する」、 「地域の中で仕事をする」ための機能があるか。 

・「マチ」に緩やかに触れるため情報やきっかけがあるか。 

・高頻度往来や長期滞在に対応した割引やサービスの工夫はあるか。 

 

視点② 地域魅力を発揮し、仕事を持ち運ぶような旅に必要な機能が、 「マチ（宿ソト）」 

にあるか。 

・安心と居心地があるか。まちで、いつでもリモートワークができるか。 

・来訪者と地域住民の双方で共有され緩やかに交流を生む場、ホンモノに触れる場があ

るか（カフェや地元の食など飲食店、足湯、コワーキングスペース、そこだけの地域

資源についての情報や、地域への関わりしろの紹介など）。 
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視点③ 地域魅力を発揮し、仕事を持ち運ぶような旅に必要な機能が、移動の「アシ」にあ

るか。 

・観光と生活が交わる新たな移動・滞在ニーズに適応できる柔軟な公共交通、手軽で自

由な移動手段はあるか。高頻度往来や長期滞在に対応した割引や旅行商品、サービス

はあるか。 
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1.2. 伊賀市観光振興ビジョンの基本的な考え方 

1.2.1. ビジョンの基本的な考え方、重要性 

(1) ビジョンとは 

 原語としてのビジョン（vision）には、①視覚・視野、②創造力・洞察力、③未来図、展望、

④幻、幻覚、⑤光景などの意味があるとされていますが、日本語としてのビジョンでは、主に

未来図や展望の事を指し、（会社や事業が）将来のどの時点でどのような成長を遂げているか、

という未来像を指す語として用いられます。特に、事業におけるビジョンとは、具体的かつ現

実的な計画を根拠とし、目標や理念を目指して掲げられる展望であり、実現可能な理想像であ

るとされます。 

 

(2) 観光振興ビジョンの考え方 
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図 1-10 方向性のイメージ図 

 

 

 

(3) 観光振興ビジョンの基本的な視点 

これまでの整理を踏まえ、本ビジョン策定にあたっての基本的な視点を以下のとおりとします。 

 

 

 

 

複数のビジョン
（意思）

1つの全体ビジョン

方向性
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人口減少を前提とした地域づくりにおける、大事な視点の相関図 

 

1.2.2. 伊賀市観光振興ビジョンの構成と期間 

 「伊賀市観光振興ビジョン」は、10年後に「あるべき伊賀市の観光振興の将来像を示す」総論

としての「Future2031」と、それらに基づいて、「今後取り組む観光施策の方向性を示す」各論

（アクションプラン）で構成します。 

 アクションプランについては、「Future2031」の中間地点にあたる2025年に、「2025年日本国際

博覧会（略称：大阪・関西万博／英称：EXPO大阪2025）」が開催される予定であるため、当該年

度を節目（マイルストン）とした前半計画を「beyond2025」として取り組み、2026年に見直し

を図った上で「NextPlan」に移行するものとします。 

 世界の潮流・市場トレンド、またはこれからの一人ひとりの生活様式や価値観がますますSDG

ｓ2030へと向かう中、Future2031ビジョンとしては、その世界潮流を踏まえる視点を考慮しま

す。また、その中間段階におけるBeyond2025では、大阪・関西万博開催年ということ、さらに

は万博のテーマである「いのち輝く未来社会のデザイン」を踏まえ、それを契機とした社会的

価値観の変革を観光にとりいれた考え方を採用します。それらにより、市民や観光従事者にお

いてもより豊かで具体的な自身の未来像を描きやすいビジョンの策定につながるものと考え

ます。 

 

 

 

  

beyond2025 Next Plan

Future2031
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203120262022


